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(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 180,897 △1.2 2,106 － 1,370 － 675 －

19年３月期 183,117 △5.9 △2,916 － △3,114 － △8,244 －

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

自己資本
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 4.32 － 2.0 0.8 1.2 

19年３月期 △52.71 － △21.0 △1.6 △1.6

（参考）持分法投資損益 20年３月期 －百万円 19年３月期 －百万円

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 175,525 31,996 18.1 203.08 

19年３月期 188,932 35,152 18.5 223.49 

（参考）自己資本 20年３月期 31,752百万円 19年３月期 34,951百万円

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による
キャッシュ・フロー 

財務活動による
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 2,993 △116 △2,346 19,516 

19年３月期 △14,210 871 △2,464 19,335 

  １株当たり配当金 配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率
（連結） （基準日） 期末 年間

 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
19年３月期 － 0.00 － － －
20年３月期 － 0.00 － － －

21年３月期（予想） － 0.00 － － －

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 57,000 △22.7 △900 － △1,100 － △900 － △5.76

通  期 171,000 △5.5 2,600 23.4 1,900 38.6 800 18.4 5.12 
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４．その他 

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無 

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 

② ①以外の変更        無 

（注）詳細は、15、16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3）発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。 

（参考）個別業績の概要 

１．平成20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 

(2）個別財政状態 

２．平成21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年中間期増減率）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 156,689,563株 19年３月期 156,689,563株

② 期末自己株式数 20年３月期 336,023株 19年３月期 302,849株

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 176,718 △0.3 1,771 － 993 － 472 －

19年３月期 177,296 △7.3 △3,500 － △3,711 － △8,020 －

 １株当たり当期純利益 
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭

20年３月期 3.02 －

19年３月期 △51.28 －

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 170,470 30,466 17.9 194.85 

19年３月期 183,365 33,866 18.5 216.56 

（参考）自己資本 20年３月期 30,466百万円 19年３月期 33,866百万円

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 56,000 △22.3 △1,000 － △1,200 － △1,000 － △6.40

通  期 168,000 △4.9 2,300 29.9 1,600 61.1 600 27.1 3.84 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、堅調な輸出や好調な企業業績を背景とした民間設備

投資の増加に支えられ、緩やかな回復基調が続いてきましたが、その後原油価格の高騰や米国の

サブプライム住宅ローン問題を背景とする影響等により、先行きに懸念をかかえる情勢となりま

した。 

 建設業界におきましては、公共建設投資が引き続き低調に推移し、民間建設投資についても、

改正建築基準法の施行に伴い新設住宅着工戸数が大幅に減少する中、熾烈な価格競争や建設資材

の高騰による建設工事費の上昇など、業界を取り巻く環境は大変厳しい一年となりました。 

 このような状況の中、当社においては、社外ネットワークをさらに強化し、首都圏をはじめと

する三大都市圏、及び鉄道を中心とした交通インフラ工事への徹底した「選択と集中」を進める

ため、平成18年10月に策定した「経営革新施策～サバイバル＆ジャンプ」を推進してまいりまし

た。 

 当期においては 

   ○ コンプライアンス意識のさらなる醸成 

  ○ 安全推進体制の強化 

  ○ 「選択と集中」による効率的かつ柔軟な組織の構築 

  ○ 営業力・施工力等の実力強化 

  ○ 社会のニーズと複雑化する工事に対応する組織を支える企業文化の構築 

等の施策に全社一丸となって取り組んだ結果、黒字回復を果たすことができました。 

 当社グループの当連結会計年度の業績につきましては、受注高166,600百万円（前連結会計年度

比5.6％増）、売上高180,897百万円（前連結会計年度比1.2％減）となりました。また、営業利益

は2,106百万円（前連結会計年度は営業損失2,916百万円）、経常利益は1,370百万円（前連結会計

年度は経常損失3,114百万円）となり、当期純利益は675百万円（前連結会計年度は当期純損失

8,244百万円）となりました。 

  （注）当社グループにおいては建設事業以外は受注生産活動を行っていません。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。（事業の種類別セグメントごとの業績につ

いては、セグメント間の内部売上高等を含めて記載しています。） 

（建設事業） 

 建設事業については、売上高176,839百万円（前連結会計年度比0.1％増）、営業利益1,272百万

円（前連結会計年度は営業損失4,235百万円）となりました。 

（不動産事業） 

 不動産事業については、売上高3,410百万円（前連結会計年度比33.1％減）、営業利益775百万

円（前連結会計年度比33.3％減）となりました。 

（その他事業） 

 その他事業については、売上高17,995百万円（前連結会計年度比9.5％減）、営業利益60百万円

（前連結会計年度比21.7％減）となりました。 

 今後の見通しにつきましては、改正建築基準法の影響は収束に向かうと予想されますが、公共

投資の縮小や熾烈な価格競争、建設資材の高騰等により、厳しい経営環境が続くものと思われま

す。 

 このような状況の中、当社グループの次期の業績見通しにつきましては、売上高171,000百万

円、営業利益2,600百万円、経常利益1,900百万円、当期純利益800百万円を予定しています。 
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(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ13,407百万円（7.1%）減少し

175,525百万円となりました。主な内訳は、受取手形・完成工事未収入金等の減少4,241百万円、

投資有価証券の減少7,475百万円です。負債合計は、前連結会計年度末に比べ10,251百万円

（6.7%）減少し143,529百万円となりました。主な内訳は、支払手形・工事未払金等の減少10,606

百万円、短期借入金の減少2,093百万円です。純資産合計は、前連結会計年度末に比べ3,155百万

円（9.0%）減少し31,996百万円となりました。主な内訳は、利益剰余金の増加793百万円、その他

有価証券評価差額金の減少3,869百万円です。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ180百万円（0.9%）

増加し19,516百万円となりました。 

 各活動によるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。 

○営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前当期純利益は720百万円となりました。仕入債務の減少10,606百万円、未成工事支

出金の増加3,874百万円などによる資金の流出がありましたが、その他の資産の減少7,063百万

円、売上債権の減少4,245百万円、その他の負債の増加3,329百万円、未成工事受入金の増加2,558

百万円等による資金の流入があり、営業活動によるキャッシュ・フローは2,993百万円（前連結会

計年度は△14,210百万円）となりました。 

○投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資有価証券の売却による収入1,111百万円がありましたが、有形固定資産の取得による支出

666百万円、3ヶ月超の定期預金による支出500百万円などにより、投資活動によるキャッシュ・フ

ローは△116百万円（前連結会計年度は871百万円）となりました。 

○財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の減少1,520百万円、社債の償還600百万円、長期借入金の減少219百万円などによ

り、財務活動によるキャッシュ・フローは△2,346百万円（前連結会計年度は△2,464百万円）と

なりました。 

 なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。 

（注）１．各指標の算出は、以下の算式を使用しています。  

自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額  

２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。  

３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。  

４．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しています。有利子負債

は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。また、利息の支払額は連結キ

ャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。  

５．平成18年３月期及び平成19年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率およびインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キ

ャッシュ・フローがマイナスであるため記載していません。 

指    標  平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 

 自己資本比率  21.9 ％  18.5 ％ 18.1 ％ 

 時価ベースの自己資本比率   21.3 ％   12.1 ％  9.4 ％ 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率   －   －  18.5 年 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ  －  －  3.2 倍 
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(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、総合建設業としての技術革新と競争力を保持するため、人的資源及び技術研究開発な

どへの投資と企業リスク回避のための内部留保に努め、経営基盤の維持補強を図るとともに、株

主の皆様に対する利益還元についても安定配当の継続を重視した利益配分を基本方針としていま

す。 

 しかしながら、当期及び次期の配当につきましては、財務体質の強化に必要な内部留保を図る

ため、誠に申し訳なく存じますが、無配とさせていただく予定です。 

(4) 事業等のリスク 

 最近の有価証券報告書（平成19年６月28日提出）における「事業等のリスク」から重要な変更

がないため開示を省略しております。 

２．企業集団の状況 

 最近の有価証券報告書（平成19年６月28日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関

係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 なお、持分法非適用の関連会社であった下関コアビル㈱につきましては、平成19年９月に清算が結

了しました。 

３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、経営の基本方針として 

を経営理念に掲げています。 

 これは当社創設以来の不朽の方針を表しており、“株主・お客さま・取引先など関係あるすべ

てのステークホルダー”から「価値ある企業」として支持され、将来にわたりその存在を主張す

る基本理念です。 

 当社では、平成18年10月に策定した「経営革新施策～サバイバル＆ジャンプ」のもと、「選択

と集中」の方針を徹底し、経営基盤の安定化を図ることに全力をあげてまいります。 

(2) 会社の経営戦略・経営目標 

 平成20年度は「経営革新」の総仕上げの年として、当社の得意分野をさらに強化するととも

に、会社の地力を向上させることにより、安定した経営基盤の構築を図ります。そのために、以

下に掲げる４つの重点施策に取り組んでまいります。  

① 核となる鉄道・交通インフラ工事へのさらなる取り組み強化 

 当社の強みである鉄道・交通インフラ工事への取り組みを徹底的に強化し、より多くの、よ

り難易度の高い工事にも対応できる体制の構築を図る。 

・情報センターを核とする徹底した情報の共有化 

・発注者との徹底した対話による諸課題の早期解決 

・本社から現場まで一貫した組織的な安全推進・品質確保体制の構築 

・鉄道工事資格者の育成と拡大 

・建設技術総合センターを活用した社員育成の充実 

「信用と技術」を基本として 

安全で機能的な人間味あふれる環境を提供し 

会社の成長と従業員の福祉の増進をはかり 

社会の繁栄に貢献する 
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② 競争力のある建築部門体制の構築 

 建築部門が、真に競争力のある組織へと飛躍できるように、より鮮明な「選択と集中」施策

と組織の弾力的な運用により、実力と競争力の研鑽・強化を図る。 

・採算を重視した選別受注の確実な遂行 

・イントラネットを活用した組織営業力強化と営業情報収集活動の新たな展開 

・新規顧客層の拡大と新事業領域への展開に向けた営業戦略 

・厳正な工程・原価管理と施工力強化による利益向上 

・品質トラブルの防止、瑕疵補修の縮減 

③ 総合評価方式（土木・建築）対応と技術力の向上 

 総合評価方式に対応するために、本社主導による集中型の技術提案体制を強化し、情報収集

力の強化、技術評価点及び積算精度の向上、コスト競争力の向上を図る。 

・適切なターゲットの絞込み戦略と情報収集力の向上 

・当社が保有する技術・人的資源を集中させる体制・仕組みの強化 

・支店格差のない積算精度向上に向けた社員教育 

・コスト競争力向上のための技術開発とパートナー会社の育成 

④ 「新・現場主義」の推進 

 建設業界があげて推進する「ゆとりある建設現場の理想像づくり」を率先垂範し、逼迫して

いる現場に余裕をつくるとともに、社員と家族の幸せな生活の創出を目指す。 

・現場に対する適切な人員配置と支店支援チームによる現場支援強化 

・本社主導による戦略的人事管理・社員の適正配置 

・組織的な現場ＯＪＴの強化と継続的な社員教育による現場技術力の向上 

・社員の健康管理の徹底と労働環境改善 

・現場ゆとり施策の創設と実現 

 このような経営戦略を実施することにより、当社通期業績見通しである売上高168,000百万円、

営業利益2,300百万円、経常利益1,600百万円、当期純利益600百万円の達成を図ってまいります。

  

(3) 会社の対処すべき課題 

 今後のわが国の経済見通しにつきましては、景気回復は足踏み状態にあるものの、輸出が増加

基調で推移し、緩やかに回復していくと期待されますが、米国経済の景気後退懸念や株式・為替

市場の変動、原油価格の動向等から景気の下振れリスクが高まっていることに留意する必要があ

ります。 

 建設業界におきましては、改正建築基準法の影響は収束に向かうと予想されますが、公共投資

の縮小や熾烈な価格競争、建設資材の高騰等により、厳しい経営環境が続くものと思われます。 

 このような状況の中、当社は、平成20年度を「経営革新」の総仕上げの年として、従来からの

コンプライアンスの徹底や環境への配慮、及び新事業領域への取り組み等を引き続き推進してい

くとともに、土木・建築部門の積極的な連携のもと 

 ・核となる鉄道・交通インフラ工事へのさらなる取り組み強化 

 ・競争力のある建築部門体制の構築 

 ・総合評価方式（土木・建築）対応と技術力の向上 

 ・「新・現場主義」の推進 

等の施策に重点的に取り組み、安定した経営基盤の構築を図ることに全力をあげてまいります。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

  
前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
対前年比

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

増減
(百万円) 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金預金 ※３  19,335   20,016  680 

２ 受取手形・完成工事
未収入金等 

※５  85,965   81,723  △4,241 

３ 有価証券   35   2  △32 

４ 未成工事支出金等   8,755   12,420  3,665 

５ たな卸不動産   6,211   4,858  △1,352 

６ 繰延税金資産   4,617   3,526  △1,090 

７ その他   8,813   1,987  △6,826 

貸倒引当金   △48   △16  32 

流動資産合計   133,685 70.8  124,519 70.9 △9,166 

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

(1）建物・構築物 ※３  15,252   15,247  △5 

(2）機械・運搬具、工
具器具・備品   2,318   2,716  398 

(3）土地 
※２ 
※３  13,597   14,083  486 

減価償却累計額   △10,142   △10,538  △395 

有形固定資産合計   21,025 11.1  21,509 12.3 483 

２ 無形固定資産   167 0.1  169 0.1 1 

３ 投資その他の資産         

(1）投資有価証券 
※１ 
※３  31,544   24,068  △7,475 

(2）長期貸付金 ※３  672   710  38 

(3）破産債権、更生債
権等    3,468   3,462  △6 

(4）繰延税金資産   46   2,818  2,771 

(5）その他   1,705   1,637  △68 

貸倒引当金   △3,384   △3,369  15 

投資その他の資産合
計   34,053 18.0  29,327 16.7 △4,726 

固定資産合計   55,247 29.2  51,006 29.1 △4,240 

資産合計   188,932 100.0  175,525 100.0 △13,407 
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前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
対前年比

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

増減
(百万円) 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形・工事未払
金等 

※５  54,673   44,066  △10,606 

２ 短期借入金 ※３  38,614   36,520  △2,093 

３ 社債（１年以内償還
予定）    600   600  － 

４ 転換社債（１年以内
償還予定）    －   4,728  4,728 

５ 未払金    －   11,114  11,114 

６ 未成工事受入金等   7,020   9,582  2,562 

７ 完成工事補償引当金   410   347  △63 

８ 賞与引当金   699   643  △56 

９ 偶発損失引当金   782   372  △410 

10 工事損失引当金    2,188   1,253  △934 

11 その他   16,662   8,868  △7,794 

流動負債合計   121,650 64.4  118,096 67.3 △3,554 

Ⅱ 固定負債         

１ 社債    9,500   8,900  △600 

２ 転換社債   4,728   －  △4,728 

３ 長期借入金 ※３  4,411   4,766  354 

４ 繰延税金負債    1,026   －  △1,026 

５ 再評価に係る繰延税
金負債 

※２  3,551   3,408  △142 

６ 退職給付引当金   8,218   7,895  △323 

７ 偶発損失引当金   272   136  △136 

８ 負ののれん   286   191  △95 

９ その他   134   134  0 

固定負債合計   32,129 17.0  25,432 14.5 △6,697 

負債合計   153,780 81.4  143,529 81.8 △10,251 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金    18,293 9.7  18,293 10.4 － 

２ 資本剰余金    5,329 2.8  5,329 3.0 － 

３ 利益剰余金    1,333 0.7  2,126 1.2 793 

４ 自己株式    △45 △0.0  △50 △0.0 △5 

株主資本合計    24,911 13.2  25,699 14.6 788 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価
差額金    8,807 4.7  4,938 2.8 △3,869 

２ 土地再評価差額金 ※２  1,232 0.6  1,114 0.7 △117 

評価・換算差額等合計    10,039 5.3  6,053 3.5 △3,986 

Ⅲ 少数株主持分    200 0.1  243 0.1 43 

純資産合計    35,152 18.6  31,996 18.2 △3,155 

 負債純資産合計    188,932 100.0  175,525 100.0 △13,407 
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（２）連結損益計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

対前年比

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

増減
(百万円) 

Ⅰ 売上高         

１ 完成工事高 ※３ 176,586   176,811    

２ その他事業売上高  6,531 183,117 100.0 4,085 180,897 100.0 △2,220 

Ⅱ 売上原価         

１ 完成工事原価  170,844   167,391    

２ その他事業売上原価  4,967 175,811 96.0 3,114 170,505 94.3 △5,306 

売上総利益         

完成工事総利益  5,741   9,420    

その他事業総利益  1,563 7,305 4.0 971 10,391 5.7 3,085 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２  10,222 5.6  8,285 4.5 △1,937 

営業利益又は営業損
失（△）   △2,916 △1.6  2,106 1.2 5,023 

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息  72   98    
２ 受取配当金  268   307    
３ 有価証券売却益  10   10    
４ 負ののれん償却額  95   95    
５ 団体保険配当金  98   －    
６ その他  97 642 0.4 58 570 0.3 △72 

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息  782   973    
２ 為替差損  32   305    
３ その他  26 841 0.5 26 1,305 0.7 464 

経常利益又は経常損
失（△）   △3,114 △1.7  1,370 0.8 4,485 

Ⅵ 特別利益         

１ 前期損益修正益 ※４ 179   65    
２ 固定資産売却益   －   1    
３ 投資有価証券売却益   －   105    
４ 貸倒引当金戻入額   293   47    
５ 関係会社株式売却益  640   －    
６ 偶発損失引当金戻入
額  562   －    

７ その他   84 1,761 0.9 20 240 0.1 △1,520 

Ⅶ 特別損失         

１ 固定資産売却損  －   12    

２ 減損損失 ※５ 180   76    
３ 販売用不動産・兼業
事業支出金評価損   －   436    

４ 兼業事業支出金評価
損   762   －    

５ 特別瑕疵補修損失   －   163    
６ 偶発損失引当金繰入
額   640   92    

７ その他 ※６ 284 1,868 1.0 109 891 0.5 △976 

税金等調整前当期純
利益又は税金等調整
前当期純損失（△） 

  △3,221 △1.8  720 0.4 3,942 

法人税、住民税及び
事業税  308   291    

法人税等調整額  4,664 4,972 2.7 △292 △0 △0.0 △4,973 

少数株主利益   49 0.0  45 0.0 △4 

当期純利益又は当期
純損失（△）   △8,244 △4.5  675 0.4 8,919 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 18,293 5,329 10,031 △37 33,617 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当（注）     △391   △391 

当期純損失     △8,244   △8,244 

土地再評価差額金の取崩     △66   △66 

連結子会社の減少     2   2 

自己株式の取得       △7 △7 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）           

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △8,698 △7 △8,706 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 18,293 5,329 1,333 △45 24,911 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金
評価・換算差額等

合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 8,720 1,166 9,886 153 43,658 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）         △391 

当期純損失         △8,244 

土地再評価差額金の取崩   66 66   － 

連結子会社の減少         2 

自己株式の取得         △7 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 86   86 47 134 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 86 66 153 47 △8,506 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 8,807 1,232 10,039 200 35,152 
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